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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日：平成 17 年 6 月 23 日 

担当部・Ｇ：地球環境部第三Ｇ 

 
１．案件名 
フィリピン国治水行政機能強化プロジェクト 

２．協力概要 
(1) 協力内容 
研究開発、研修、情報管理システム、パイロットプロジェクトの実施および内部支援システムの構築

を支援することによって公共事業道路省の治水行政機能を強化する。 
 
(2) 協力期間 
2005 年 7 月 1 日から 2010 年 6 月 30 日まで（5年間） 

  
(3) 協力総額（日本側） 
３．７億円 

(4) 協力相手先機関 
公共事業道路省（実施機関は治水砂防技術センター） 

 
(5) 国内協力機関 
国土交通省河川局 

 
(6) 受益対象者 
治水・砂防技術に関連する公共事業道路省職員（約 30 名）とくに同省地方事務所職員（延べ 240 人
程度） 
 

（さらに実施機関外部の利益享受者として、パイロットプロジェクト地区や災害頻発地帯の住民が考え
られる。） 
３．協力の必要性・位置づけ 
(1) 現状と問題点 
フィリピンは、その地理、気象、地質的条件により様々な自然災害が多発している地域である。こう

した自然災害の中には台風、洪水、地滑り、土砂移動、地震、火山爆発などが含まれる。例えば、台風
に関して言えば、年平均 20 回の台風がフィリピンに上陸し、人的、資産的に甚大な被害を与えている。
さらに、台風に伴う激しい降雨が全国各地に洪水を引き起こしている。1990 年から 2003 年にかけて、
フィリピンは年平均 3.5 回の激しい台風災害に見舞われており、14 年間の被害総額は 965.66 億ペソに
上る。こうした被害額は、主に資産、公共施設や作物の被害によるものである。さらに、急速な都市化
は自然環境の保水力を低下させ、さらなる洪水被害の増加が懸念される。 
 かかる背景の下、フィリピン政府は治水・砂防技術の向上を企図して公共事業道路省に治水砂防技術
センターを設立し、日本政府に技術協力を要請した。同政府の協力要請を受け、JICA は公共事業道路省
における治水・砂防技術力強化のため、2000 年 1 月 10 日から 2003 年 1 月 9日の 3年間にわたる技術協
力「治水砂防技術力強化プロジェクト」に着手した。同センターはプロジェクトの実施機関となり、セ
ンター職員は日本人専門家のカウンターパートとして主として公共事業道路省内治水・砂防関連部局お
よび職員を対象にした活動を行った。その後、公共事業道路省と JICA は同プロジェクト期間を 2005 年
6 月 30 日まで延長したが、2004 年 12 月の終了時評価において、プロジェクト終了時までには計画、設
計、施工監理、維持管理の分野における研修を、センター職員（21 人）が計画・実行する能力が得られ、
地方事務所職員（延べ 111 人）が研修を受けたことが確認された。 
 一方、上記の案件より得られた教訓として、2004 年 12 月、治水砂防技術力強化プロジェクト（ステ
ージ２）の終了時評価調査団は、①個々のカウンターパート人員の技術能力のさらなる向上、②治水砂
防技術センターの恒久化による組織強化、③プロジェクトのアウトプットの活用、及び④さらなる技術
協力とその際の問題点について提言をおこなった。主要河川の多くは国際協力事業により治水事業が施
され、一定の治水安全度を確保しているが、中小河川においては、その洪水被害報告件数はますます増
加する傾向にある。中小河川の治水安全度を確保することは中央政府の必要不可欠な役割であるが、そ
れに対応する政府の能力が適切に維持・開発されておらず、中央政府が災害から市民を守る計画立案・
実施遂行能力を身につけることが不可欠となっている。これらの課題に関し、本プロジェクトは中小河
川の治水・砂防を担当する公共事業道路省特に地方事務所の機能強化を、実際的な応用技術や河川工学、
砂防工学に関する調査研究技術を身に付けるために行うパイロットプロジェクト活動等を通し、治水砂
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防技術センターを実施機関として行うものである。これにより、同省職員の治水・砂防部門における能
力が向上し、水害の軽減をもたらすと考えられる。 
 
(2) フィリピン政府国家政策上の位置づけ 
フィリピン中期開発計画(2004-2010)を実行に移すため、公共投資中期計画(2005-2010)が策定されて

おり、その中で具体的なプロジェクトが立案されている。治水砂防技術に関しては、基礎および応用研
究開発、エンジニアリングプログラム、人材開発を行うために、治水砂防技術センターの能力を 大限
強化することが、公共投資中期計画に明記されている。 
 
(3) 日本の援助政策、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ 
日本の政府開発援助大綱は 2003 年 8 月に改訂され、４項目の重点課題を持つ。すなわち、貧困削減、

持続的成長、地球的規模の問題への取組、平和の構築である。同大綱の中で、自然災害は、地球的規模
の問題として規定されている。日本政府は政府開発援助を通じて４項目の問題解決に努めている。 
一方、環境保全と防災は、JICA のフィリピンに対する優先協力 4 分野のひとつであり、JICA は、洪

水・土砂流出管理に関して引き続き援助を行うとともに、災害管理を担当する政府機関の能力向上のた
めの援助を強化するとしている。 
４．協力の枠組み 
(1) 協力の目標（アウトカム） 
① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標） 
公共事業道路省の治水行政機能が、研究開発、研修、情報管理システム、パイロットプロジェクトの

実施および内部支援システムの構築により強化される。 
（指標・目標値） 
・治水・砂防構造物の測量、計画、設計、工事管理、維持を実施できる体制が整った事務所の数。 
 
② 協力終了後に達成が期待される上位目標 
治水砂防技術センターで作成した技術基準、指針、マニュアルに沿って、より効果的かつ適切に設計

された治水・砂防構造物／施設が公共事業道路省によって建設される。 
（指標・目標値） 
・治水砂防技術センターによって考案・作成された技術基準、指針、マニュアルに準拠して新たに設計・
建設された治水・砂防構造物／施設の数。 
 
(2) 成果（アウトプット）と活動 
① 成果：パイロットプロジェクトが、（治水砂防技術力強化プロジェクトで作成された）技術基準、
指針、マニュアルを活用して実施される。 
 活動：日本人専門家と治水砂防技術センター職員が、公共事業道路省職員の研修活動の一環として、
また技術基準、指針、マニュアルなどへのフィードバックを目指してパイロットプロジェクトを共同で
実施する。 
（指標・目標値） 
・少なくとも 3パイロットプロジェクト（護岸、水制、砂防ダム）が計画、設計、建設、維持管理され
る。 

 
② 成果：調査研究が、技術基準、指針、マニュアルの開発・改訂および治水・砂防の効果的な対策の
評価のために実施される。 
活動：日本人専門家と治水砂防治術センター職員が、パイロットプロジェクトや水理実験などを通じ

て共同で調査研究を実施し技術基準、指針、マニュアルなどに反映する。 
（指標・目標値） 
・技術基準、指針、マニュアルの改訂のための提案が行なわれる。 
・実地の要求に即した適切な対応策が提言される。 
・代替的な低価格の治水・砂防構造物が開発される。 
・技術基準、指針、マニュアルの使用・適用に関する報告書が作成される。 
 
③ 成果：治水・砂防技術に関して、十分な数の公共事業道路省職員が研修を受ける。 
活動：日本人専門家と治水砂防技術センター職員が、公共事業道路省の地方職員を主な対象とした研

修を共同で実施する。 
（指標・目標値） 
・40 事務所の技術職員が治水構造物の計画・設計研修を受講する。 
・40 事務所の技術職員が砂防事業の計画・設計研修を受講する。 
・40 事務所の技術職員が治水・砂防プロジェクトの施工管理研修を受講する。 
・40 事務所の技術職員が治水・砂防構造物の維持管理研修を受講する。 
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④ 成果：公共事業道路省のより効果的な治水行政機能のために、情報管理システムが構築される。 
 活動：日本人専門家と治水砂防技術センター職員が共同で、治水・砂防関連情報を収集、蓄積し、公
共事業道路省内外の治水・砂防関係者に発信する。 
（指標・目標値） 
・データ共有と連携の改善のために他の関係機関／組織とのネットワークが構築される。 
・少なくとも年に 1回、治水・砂防行政に関する調整会議、セミナーが他の関連機関／組織と共同で開
催される。 
・十分なデータ、情報が収集、分析され、データベースに蓄積される。 
・年次報告書が年末に提出され、治水砂防技術センターニュースレターが年に 2回発行される。 
 
⑤ 成果：公共事業道路省が治水・砂防技術分野に関する技術および組織の発展を確保するために内部
の仕組みを構築する。 
 活動：日本人専門家と治水砂防技術センター職員が共同で、プロジェクトの達成を持続発展させるた
めの計画を作成し公共事業道路省に提出する。 
（指標・目標値） 
・本プロジェクトの目標・上位目標の達成を支援する決定が合同調整委員会で承認される。 
・本プロジェクトの達成を持続するための計画書が公共事業道路省の中枢に提出され承認される。 
 
(3) 投入（インプット） 
① 日本側 
長期派遣専門家 

チーフアドバイザー他３名 
短期派遣専門家 

土砂流出解析、洪水流出解析他複数名 
（注意：短期派遣専門家の分野、人数および派遣期間は、日本側の会計年度毎に、両国側の調整を通じ
プロジェクトの進捗状況を勘案して 終決定される。） 
機材供与 
1. 測量およびマニュアル更新に必要な機材（車輌、測量機器、地図用大型プリンターなど） 
2. 水理実験および研究に必要な機材（パソコンシステムなど） 
3. 情報蓄積・発信システム構築に必要な機材（複写器、広報用印刷機器など） 

カウンターパート研修 
日本または第三国において毎年若干名のカウンターパート研修を行う。 
 
② フィリピン側 
カウンターパートの配置 
土地、建物、その他施設の提供 
予算の措置（パイロットプロジェクト実施に係る事業経費（プロジェクト実施期間中の総計上額 5 千万
ペソ（約 1億円））及び研修活動に係る経費を含む） 
 
(4) 外部要因（満たされるべき外部条件） 
① 前提条件 
公共事業道路省執行委員会および 高幹部が本プロジェクトの全面的な支持を確約する。 
公共事業道路省が治水砂防技術センターの恒久組織化を確約する。 

 
② 成果（アウトプット）達成のための外部条件 
十分なカウンターパートと総務職員が確保される。 
維持費および運営費が適時に負担される。 

 
③ プロジェクト目標達成のための外部条件 
公共事業道路省内の関連部局と外部関連機関の支援が継続する。 
研修を受けた職員が公共事業道路省に留まり、治水・砂防技術の専門性を高める。 

 
④ 上位目標達成のための外部条件 
公共事業道路省内の関連部局と外部関連機関の支援が継続する。 
公共事業道路省の地域・地区事務所やプロジェクト管理事務所が技術基準、指針、マニュアルを遵守
する。 
技術協力期間終了後も本プロジェクトの活動が継続される。 

５．評価 5項目による評価結果 
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(1) 妥当性 
 以下の確認により、本プロジェクトの妥当性は高いと評価される。 
1) 手段の妥当性 
前述の通り、毎年台風がフィリピンを直撃し、人的及び資産的に重大な被害が生じている。そのうえ、

急速な都市化により、将来にわたり洪水被害の増加が懸念される。中小河川において頻発する洪水や災
害が報告されており、これに対処するため、フィリピン政府が市民を災害から守る行政能力を持つこと
は不可欠である。このため、治水砂防技術力強化プロジェクトによって開発された技術基準、指針、マ
ニュアルが今後精緻化されるとともに、地域特性を取り入れて適応性を高めるために新たな技術基準、
指針、マニュアルを追加する必要がある。 
2) フィリピンの政策への妥当性 
フィリピン中期開発計画(2004-2010)を実行に移すため、公共投資中期計画(2005-2010)が策定されて

おり、その中で具体的なプロジェクトが立案されている。治水砂防技術に関しては、基礎および応用研
究開発、エンジニアリングプログラム、人材開発を行うために、治水砂防技術センターの能力を 大限
強化することが、公共投資中期計画に明記されている。 
3) 日本の国際協力政策への妥当性 
日本の政府開発援助大綱は 2003 年 8 月に改訂され、４項目の重点課題を持つ。すなわち、貧困削減、

持続的成長、地球的規模の問題への取組、平和の構築である。同大綱の中で、自然災害は、地球的規模
の問題として規定されている。日本政府は政府開発援助を通じて４項目の問題解決に努めている。 
一方、「環境保全と防災」は、JICA のフィリピンに対する優先協力 4分野のひとつであり、JICA は、

洪水・土砂流出管理に関して引き続き援助を行うとともに、災害管理を担当する政府機関の能力向上の
ための援助を強化するとしている。 
 
(2) 有効性 
以下の確認により、本プロジェクトの有効性が見込める。 
パイロットプロジェクトの実施、研究活動、地方職員研修、情報管理・広報、公共事業道路省におけ

る治水・砂防機能の統合などにより、治水・砂防部門の予算配分、機材、人員の増大とともに同省の治
水行政機能が強化され、本プロジェクトの目的は５年以内に達成されると見込まれる。 
また本プロジェクトでは、公共事業道路省内外の関連機関と調整を密にすることとしており、具体的

には、内部機関としては計画局、研究・基準局、設計局、建設局、維持管理局、外部機関としては環境
自然資源省や地方自治体などがあげられている。国家災害調整委員会の下での関連機関の連携は本プロ
ジェクトの高い有効性に寄与するものと期待される。 
さらに各研修コースの実施や技術基準、指針、マニュアルの適用に関するモニタリングおよびフィー

ドバックを行うことにより、活動・内容の有効性が維持されるよう必要に応じた調整が継続されると考
えられる。 
 
(3) 効率性 
以下の確認により、本プロジェクトは効率的な実施が見込める。 
パイロットプロジェクトサイトの選定にあたってはマニラからの近接性も考慮することとされてお

り、またパイロットプロジェクト以外の研修コースについては、特に受講者がルソン島以外の場合には
受講者の旅行費用を考慮して実習やオンザジョブトレーニングの場所を選定することとされている。さ
らに研究活動においても水理実験施設を始め既存の機材を 大限活用することが意図されており、プロ
ジェクトの高い費用対効果が見込まれる。 
日本側からの投入計画は、必要な活動要素に対応した短期専門家を適宜派遣することを基本にしてお

り効率的なものと見込まれる。また日本側の投入に対応して、フィリピン側は施設の提供や必要予算の
計上を行っており、両国からの投入が相まって効率的に機能するものと見込まれる。さらに現在進行中
の公共事業道路省の組織再編において治水砂防技術センターの位置づけとその職員の強化が期待され
ておりプロジェクトへの各種投入が効率的に活動や成果につながるものと見込まれる。 
 
(4) インパクト 
 本プロジェクトによる以下のインパクトが見込まれる。 
公共事業道路省の治水行政機能が強化されることによって、とりわけ同省において、治水砂防技術セ

ンターの研修受講経験者が増加し、同センターで作成した技術基準、指針、マニュアルが普及すること
によって、適正に設計、建設、維持管理される治水・砂防プロジェクトが増大すると見込まれる。 
治水砂防技術センターの当面の直接的受益者は公共事業道路省の地方職員に限られているが、プロジ

ェクトは外部の機関や団体にもプラスの影響を及ぼすであろう。例えば、他機関や地方自治体も、治水
砂防技術センターにより今後一層整備精緻化される技術基準、指針、マニュアルや、プロジェクトによ
り発信されるその他の情報を利用することが可能となる。 
長期的には、治水砂防技術センターが、治水・砂防技術の全国拠点として確立されることによって、

フィリピン全土にわたって災害管理に貢献できる技術者の養成を継続することができる。 
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また、災害に脆弱な地区には低所得者層が居住する傾向があるため、本プロジェクトは貧困層に対して
大きなインパクトを維持することになろう。 
 
(5) 自立発展性 
 以下の確認により、本プロジェクトが高い自立発展性を持つことは可能であると考えられる。 
1) 組織・制度的自立発展性 
現在、政府組織の合理化のための大統領令 366 号を受け、公共事業道路省は管理体制革新チームを組

織し省組織の合理化計画を作成している。治水砂防技術センターには、日本・フィリピン両政府により
既に多額の投資がなされており、計画局あるいは研究・基準局に付属する恒久組織になるか独立機関に
なると考えられている。 
治水・砂防技術分野におけるフィリピン政府の機能およびその統合が不足している現状を考慮する

と、治水砂防技術センターには、①技術支援、②恒久的な研修施設、③研究開発、④特定の優先プロジ
ェクトの計画、設計、実施の活動を担うことが期待されている。 
治水砂防技術センターの地位の強化は国家経済開発庁に支持されており、さらに同センターの機能強

化は「フィリピン中小河川治水事業実施体制改善調査」において提言されている。 
 
2) 財務的自立発展性 
治水砂防技術センターは収益を生み出す組織ではない。したがって、その財務的自立発展性は、政府

予算に依存している。フィリピン政府の中期財政計画は 2010 年までに国家財政の収支均衡を目標とし
ているが、同計画によると中央政府の全体歳出は着実に増加する傾向にある。また過去の治水砂防技術
センターに対する予算支出の傾向を考慮しても、同センターは中央政府の支援によって財務的に持続可
能であると考えられる。 
 
3) 技術的自立発展性 
現在、治水砂防技術センターに対して全体で 21 の職位が予算管理省に承認されている。技術的自立発
展性は同センターとその職員の地位に依存する。プロジェクト終了後も同センターが技術的に持続発展
するためには、同センターとその職員の強化が必要不可欠である。またマニュアルや情報ファイルとい
った形で整理された文書による知識の蓄積も、いわゆる組織の知識を確立するために重要である。 
６．貧困・ジェンダー・環境などへの配慮 
前述のとおり、災害に脆弱な地区には低所得者層が居住する傾向があるため、本プロジェクトは貧困

層に対して大きなインパクトを維持することになろう。 
７．過去の類似案件からの教訓の活用 
 ネパール自然災害軽減支援プロジェクトでは、水資源省内における治水防災の認識の普及・強化にと
もなって、実施機関である治水砂防局が強化され、スタッフの定着度の向上や予算の増額などプロジェ
クトの自立発展性における改善が見られたと報告されている。この教訓により、本プロジェクトにおい
ても、自立発展性を確保するために公共事業道路省内における治水・砂防技術部門の発展のシステム（省
内の制度や組織）を構築することとしている。 
８．今後の評価計画 
・中間評価  2007 年 12 月頃 
・終了時評価 2009 年 12 月頃 
・事後評価  協力終了 3年後を目途に実施予定 
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写真 
 

 
DPWH との協議 

 

 
NEDA との協議 

 

 
ミニッツ署名 
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第 1 章 事前調査団の派遣 

 

１－１ 派遣の経緯と目的 

 これまで我が国は、公共事業道路省（DPWH）治水砂防技術センター（FCSEC）をカウ

ンターパートとした「治水砂防技術力強化プロジェクト」（2000 年 1 月～2005 年 6 月）を

実施して、DPWH の治水・砂防分野の技術力向上を図ってきた。 

 今般、フィリピン側から当該プロジェクトのフェーズ２実施の要請があり、これを受け

て、事前調査団をフィリピン国（以下、「フィリピン」と記す）に派遣し、プロジェクトの

妥当性及び必要性等の検討に必要な情報の収集・分析や、フィリピン側との協議を通じ、

評価５項目に沿って技術協力案件として妥当なプロジェクトにとりまとめ、その結果をプ

ロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）案、プロジェクトの活動計画、投入計画

（案）、事前評価表（案）に取りまとめ、これらの調査結果をミニッツで確認した。また、

目処に実施協議を JICA フィリピン事務所ベースで行うことを前提として R/D 案も作成し、

ミニッツに記載し日本とフィリピン双方で確認した。 

 

１－２ 調査団の構成 

 事前調査団 

担当業務 名前 所属 

団長 横倉 順治 JICA 地球環境部調査役 

河川 佐々木庸介 国土交通省河川局河川計画課課長補佐 

砂防 小林 幹男 国土交通省河川局砂防部砂防計画課課長補佐 

協力企画 中山 敦司 JICA 地球環境部第３グループ水資源・防災第２グループ

評価分析 鶴田 伸介 株式会社地域計画連合代表取締役 

 

 



34 

１－３ 調査日程 

調査日程 官団員 コンサルタント団員 

1 5 月 22 日 日   マニラ着 

JICA 事務所打合せ 

DPWH 計画局打合せ 2 5 月 23 日 月 

  

ENCA 専門家打合せ 

ENCA 専門家打合せ 
3 5 月 24 日 火 

  

ENCA カウンターパート打合せ 

マニラ着（徳永団員） ENCA 関係者打合せ 
4 5 月 25 日 水 

JICA フィリピン事務所打合せ DPWH 治水行政 JICA 専門家打合せ  

DPWHプロジェクトマネジメントオフィスクラ

スターE打合せ 5 5 月 26 日 木 

ENCA 専門家およびカウンターパート等との打

合せ 

ENCA 関係者打合せ 

6 5 月 27 日 金 
ENCA 専門家およびカウンターパート等との打

合せ 

ENCA 関係者打合せ 

7 5 月 28 日 土 評価資料等作成 評価報告原稿作成 

評価資料等作成 

マニラ着（小林団員、中山団員） 

評価報告原稿作成 

8 5 月 29 日 日 

団内打合せ 

9 5 月 30 日 月 
パンパンガ地域パイロットプロジェクト候補

地視察 

ENCA 関係者打合せ 

ENCA 専門家およびカウンターパートとの打合せ、ミニッツ協議 

マニラ着（横倉団長） 

水理実験棟視察（団長を除く 4団員） 

JICA フィリピン事務所打合せ 

10 5 月 31 日 火 

団内打合せ 

DPWH 表敬訪問（Asis 次官補） 

DPWH 表敬訪問（Bonoan 次官） 

NEDA 表敬訪問（Madamba 経済開発官他） 
11 6 月 1 日 水 

ENCA 専門家およびカウンターパートとの打合せ、ミニッツ協議 

合同調整委員会 

ミニッツ署名 12 6 月 2 日 木 

報告作成 

収集資料整理、報告作成 
13 6 月 3 日 金 

在フィリピン日本大使館報告 

14 6 月 4 日 土 マニラ発 
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第 2 章 背景 

 

２－１ フィリピンにおける洪水被害 

フィリピンは、その地理的条件により様々な自然災害に脆弱な地域である。こうした自

然災害の中には台風、洪水、地滑り、土砂移動、地震、火山噴火などが含まれる。例えば、

台風に関して言えば、年平均 20 回の台風がフィリピンに上陸し、人的、資産的に甚大な被

害を与えている。さらに、台風に伴う激しい降雨が全国各地に洪水を引き起こしている。 

1990 年から 2003 年にかけて、フィリピンは年平均 3.5 回の激しい台風災害に見舞われてい

る。14 年間の総被害額は、資産、公共施設、作物を中心に 965.66 億ペソに上る。 

さらに、急速な都市化は自然環境の保水力を低下させ、さらなる洪水被害の増加が懸念さ

れる。また、氾濫原における都市の拡がりも洪水被害の危険性を高めている。 

 

２－２ 治水砂防技術力強化プロジェクト 

フィリピン政府は治水・砂防技術の向上を企図して公共事業道路省(DPWH)に治水砂防技

術センター(FCSEC)を設立し、日本政府に技術協力を要請した。同政府の協力要請を受け、

JICA は DPWH における治水・砂防技術力強化のため、2000 年 1 月 10 日から 2003 年 1 月 9

日の 3 年間にわたる技術協力プロジェクト「治水砂防技術力強化プロジェクト(ENCA)」に

着手した。同センターはプロジェクトの実施機関となり、センター職員は日本人専門家の

カウンターパートとして主として DPWH 内治水・砂防関連部局および職員を対象にした活動

を行った。その後、DPWHと JICAは同プロジェクト期間を2005年 6月 30日まで延長したが、

2004 年 12 月の終了時評価において、プロジェクト終了時までには計画、設計、施工管理、

維持管理の分野における研修を、センター職員（21 人）が計画・実行する能力が得られ、

地方事務所職員（延べ 111 人）が研修を受けたことが確認された。 

 

２－３ 本プロジェクトの必要性 

2004 年 12 月、治水砂防技術力強化プロジェクト(ENCA)（ステージ 2）の終了時評価調査

団は以下の提言をおこなった。 

(1) 個々のカウンターパート人員の技術力のさらなる向上 

  1) 研修コースを実施することによるさらなる経験 

  2) さらなる現場経験 

(2) FCSEC の恒久組織化による組織強化 

(3) プロジェクトのアウトプットの活用 

(4) さらなる技術協力（種類、内容）にむけた議論 
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  1) 現場経験のための地区選定と予算確保 

  2) 研修のための予算確保 

  3) 新プロジェクトの詳細、研修とパイロットプロジェクトの予算確保、FCSEC の恒久

組織化を新プロジェクトの前提条件として明確にすること 

主要河川の多くは国際協力事業により治水事業が施され、一定の治水安全度を確保して

いるが、中小河川においては、その洪水被害報告件数はますます増加する傾向にある。中

小河川の治水安全度を確保することは中央政府の必要不可欠な役割であるが、それに対応

する政府の能力が適切に維持・開発されておらず、中央政府が災害から市民を守る計画立

案・実施能力を身につけることが不可欠となっている。 

これらの課題に関し、本プロジェクトは中小河川の治水・砂防を担当する DPWH 特に地方

事務所の機能強化を、実際的な応用技術や河川工学、砂防工学に関する調査研究技術を身

に付けるために行うパイロットプロジェクト活動等を通し、FCSEC を実施機関として行うも

のである。これにより、同省職員の治水・砂防部門における能力が向上し、水害の軽減を

もたらすと考えられる。 
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第 3 章 評価 5 項目による事前評価結果 

 

３－１ 妥当性 

以下の確認により、本プロジェクトの妥当性は高いと評価される。 

(1）手段の妥当性 

前述の通り、毎年台風がフィリピンを直撃し、人的及び資産的に重大な被害が生じて

いる。そのうえ、急速な都市化により、将来にわたり洪水被害の増加が懸念される。中

小河川において頻発する洪水や災害が報告されており、これに対処するため、フィリピ

ン政府が市民を災害から守る行政能力を持つことは不可欠である。このため、治水砂防

技術力強化プロジェクトによって開発された技術基準、指針、マニュアルが今後精緻化

されるとともに、地域特性を取り入れて適応性を高めるために新たな技術基準、指針、

マニュアルを追加する必要がある。 

 

(2）フィリピンの政策への妥当性 

フィリピン中期開発計画（2004-2010）を実行に移すため、公共投資中期計画（2005-2010）

が策定されており、その中で具体的なプロジェクトが立案されている。治水砂防技術に

関しては、基礎および応用研究開発、エンジニアリングプログラム、人材開発を行うた

めに、FCSEC の能力を最大限強化することが、公共投資中期計画に明記されている。 

 

(3）日本の国際協力政策への妥当性 

日本の政府開発援助大綱は 2003 年 8 月に改訂され、4 項目の重点課題を持つ。すなわ

ち、貧困削減、持続的成長、地球的規模の問題への取組、平和の構築である。同大綱の

中で、自然災害は、地球的規模の問題として規定されている。日本政府は政府開発援助

を通じて 4 項目の問題解決に努めている。 

一方、「環境保全と防災」は、JICA のフィリピンに対する優先協力 4 分野のひとつであ

り、JICA は、洪水・土砂流出管理に関して引き続き援助を行うとともに、災害管理を担

当する政府機関の能力向上のための援助を強化するとしている。  

 

(4) パイロットプロジェクトの妥当性 

現在のところ、予備調査に基づいて、パンパンガ県（上流）とバタン県（下流）を流

れるカウラマン川が、パイロットプロジェクトの対象地として予備的に選定されている。

対象地の最終的な選定は、本プロジェクト開始時に、各候補地の技術面、社会面（地元

支持等）、経済面、踏査のしやすさ、治安面、予算条件などに基づいて行う。パイロット
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プロジェクトを実施することにより、治水・砂防技術の実用的な知識や技術が蓄積され

る。 

 

(5) DPWH 地方事務所に対するアンケート調査の結果 

第 I 地域、第 II 地域、第 III 地域、第 IV-A 地域、第 V 地域の DPWH の地区レベルの事

務所に対する小規模なアンケート調査の結果を以下に示す。この調査は予備調査的な位

置づけであり、プロジェクト実施の際は、その活動に必要とされる状況分析調査を行う

べきである。 

1) 回答者は、各地方において道路建設と災害復旧が最も重要な２つの施策であると見な

している。 

2) 大多数の回答者は、現在までの水害対策は不十分であると考えている。 

3) 大多数の回答者は、地域住民は水害防止プロジェクトに対して協力的であると考えて

いる。 

4) 基盤施設の建設と DPWH 地方事務所の予算の増加が水害防止対策のための最も重要

な２つの施策と見なされている。また、約 3 割の回答者が、DPWH の地方職員の能

力向上が水害対策のうちで最も重要であると考えている。 

5) DPWH 地方職員の水害防止能力向上においては、学問的な知識や実務的な行政管理

技術と比較して、災害防止プロジェクトを実施する際の実用的な工学的技術が最も

必要とされると大多数の回答者は考えている。 

 

３－２ 有効性 

以下の確認により、本プロジェクトの有効性が見込める。 

パイロットプロジェクトの実施、研究活動、地方職員研修、情報管理・広報、DPWH に

おける治水・砂防機能の統合などにより、治水・砂防部門の予算配分、機材、人員の増大

とともに同省の治水行政機能が強化され、本プロジェクトの目的は 5 年以内に達成される

と見込まれる。 

また本プロジェクトでは、DPWH 内外の関連機関と調整を密にすることとしており、具

体的には、内部機関としては計画局、研究・基準局、設計局、建設局、維持管理局、外部

機関としては環境自然資源省(DENR)や地方自治体などがあげられている。国家災害調整委

員会(NDCC)の下での関連機関の連携は本プロジェクトの高い有効性に寄与するものと期待

される。 

さらに各研修コースの実施や技術基準、指針、マニュアルの適用に関するモニタリング

およびフィードバックを行うことにより、活動・内容の有効性が維持されるよう必要に応

じた調整が継続されると考えられる。 
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３－３ 効率性 

以下の確認により、本プロジェクトは効率的な実施が見込める。 

パイロットプロジェクトサイトの選定にあたってはマニラからの近接性も考慮すること

とされており、またパイロットプロジェクト以外の研修コースについては、特に受講者が

ルソン島以外の場合には受講者の旅行費用を考慮して実習やオンザジョブトレーニングの

場所を選定することとされている。さらに研究活動においても水理実験施設を始め既存の

機材を最大限活用することが意図されており、プロジェクトの高い費用対効果が見込まれ

る。 

日本側からの投入計画は、必要な活動要素に対応した短期専門家を適宜派遣することを

基本にしており効率的なものと見込まれる。また日本側の投入に対応して、フィリピン側

は施設の提供や必要予算の計上を行っており、両国からの投入が相まって効率的に機能す

るものと見込まれる。さらに現在進行中の DPWH の組織再編において FCSEC の位置づけ

とその職員の強化が期待されておりプロジェクトへの各種投入が効率的に活動や成果につ

ながるものと見込まれる。 

 

３－４ インパクト 

本プロジェクトによる以下のインパクトが見込まれる。 

DPWH の治水行政機能が強化されることによって、とりわけ同省において、FCSEC の研

修受講経験者が増加し、同センターで作成した技術基準、指針、マニュアルが普及するこ

とによって、適正に設計、建設、維持管理される治水・砂防プロジェクトが増大すると見

込まれる。 

FCSEC の当面の直接的受益者は DPWH の地方職員に限られているが、プロジェクトは外

部の機関や団体にもプラスの影響を及ぼすであろう。例えば、他機関や地方自治体も、

FCSEC により今後一層整備精緻化される技術基準、指針、マニュアルや、プロジェクトに

より発信されるその他の情報を利用することが可能となる。 

長期的には、FCSEC が、治水・砂防技術の全国拠点として確立されることによって、フィ

リピン全土にわたって災害管理に貢献できる技術者の養成を継続することができる。 

また、災害に脆弱な地区には低所得者層が居住する傾向があるため、本プロジェクトは貧

困層に対して大きなインパクトを維持することになろう。 

 

３－５ 自立発展性 

以下のとおり、本案件による効果は、相手国政府によりプロジェクト終了後も継続され

るものと見込まれる。 
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(1) 組織・制度的自立発展性 

現在、政府組織の合理化のための大統領令 366 号を受け、DPWH は管理体制革新チー

ムを組織し省組織の合理化計画を作成している。FCSEC には、日本・フィリピン両政府

により既に多額の投資がなされており、計画局あるいは研究・基準局に付属する恒久組

織になるか独立機関になると考えられている。 

治水・砂防技術分野におけるフィリピン政府の機能およびその統合が不足している現

状を考慮すると、FCSEC には、1）技術支援、2）恒久的な研修施設、3）研究開発、4）

特定の優先プロジェクトの計画、設計、実施の活動を担うことが期待されている。 

FCSEC の地位の強化は国家経済開発庁(NEDA)に支持されており、さらに同センターの

機能強化は「フィリピン中小河川治水事業実施体制改善調査」において提言されている。 

 

(2) 財務的自立発展性 

FCSEC は収益を生み出す組織ではない。したがって、その財務的自立発展性は、政府

予算に依存している。フィリピン政府の中期財政計画は 2010 年までに国家財政の収支均

衡を目標としているが、同計画によると中央政府の全体歳出は着実に増加する傾向にあ

る。また過去の FCSEC に対する予算支出の傾向を考慮しても、同センターは中央政府の

支援によって財務的に持続可能であると考えられる。 

 

(3) 技術的自立発展性 

現在、FCSEC に対して全体で 21 の職位が予算管理省(DBM)に承認されている。技術的

自立発展性は同センターとその職員の地位に依存する。プロジェクト終了後も同センタ

ーが技術的に持続発展するためには、同センターとその職員の強化が必要不可欠である。

またマニュアルや情報ファイルといった形で整理された文書による知識の蓄積も、いわ

ゆる組織の知識を確立するために重要である。 
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第 4 章 プロジェクト実施にあたっての要件 

 

本プロジェクトを成功裡に実施し、その効果を持続するためには、プロジェクトの活動

に対する適切な予算執行と FCSEC の組織の確立が不可欠である。 

現在、DPWH は FCSEC とともに、プロジェクト実施を成功に導くべく、最大限の努力を払

っている。その結果として、パイロットプロジェクトのために 5 千万ペソが、年間運用費

用として 1 千万ペソが予算計上されている。また、FCSEC により運営されている研修コー

スが、フィリピン政府の負担による研修、セミナー、ワークショップの実施を原則停止す

る大統領令 103 号から除外された点は注目される。 

政府機関の合理化に向けた大統領令 366 号を受け、DPWH は管理体制革新チームを組織

し、省組織の合理化計画を作成している。FCSEC が組織改変により DPWH の恒久的なセン

ターとなることは不可欠であり、それにより、日本側から移転される技術や知識がフィリ

ピン側によって維持、利用されさらに発展されることが可能となる。 

治水部門は民営化に適しておらず、政府主導の下で推進されるべきである。さらに、同

部門では、国家災害調整委員会(NDCC)、フィリピン天文気象庁(PAGASA)、環境自然資源

省(DENR)、フィリピン火山地震研究所(PHIVOLCS)、地方自治体といった関連機関との協力

が重要である。こうした意味からも、同センターの位置づけを変更する必要がある。 

FCSEC とその職員に安定した地位を与える組織変更と並行して、同センター職員の強化

と確保を進めることができよう。また、昇進や研修・研究機会の提供などと連動した報奨

の仕組みも検討すべきであろう。 

上記要件を満たすために、以下の点を再確認する必要がある。 

 

(1) 予算執行 

プロジェクトの運営にあたっては、パイロットプロジェクト、研修、研究開発の経費

を始めとする必要予算の適切な支出が不可欠である。予算支出の不履行が日本人専門家

の活動の効果を著しく制限する場合は、JICA とフィリピン政府との協議および合意の後、

プロジェクトを停止あるいは終了することになる。 

 

(2) 組織の確立 

治水砂防技術力強化プロジェクトの開始以来、日本側は FCSEC を恒久的な組織にする

ようフィリピン政府に求め続けてきたが、未だ実現に至っていない。プロジェクトの実

施を通じて獲得された技術を維持し発展するためにも、同センターは恒久的な組織にな

る必要がある。出来るだけ早い時期に同センターが適切な形態で恒久的な地位を与えら
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れることが期待される。 

同センターの恒久化に関しては、次のような可能性が出されている。 

1) DPWH に直接的に付属する独立機関となり次官の監督下に入る。 

2) DPWH の計画局に付属する可能性もある。一般的に計画段階はプロジェクトの全過

程を検討するので、計画局付属の場合は、研究・基準局の付属機関となる場合より

機能を発揮しやすいと考えられる。また計画局の付属となれば、設計、建設、維持

管理など様々な段階における技術指針の地方事務所や技術者の活動への応用がより

効率的かつ効果的に行なえることになろう。 

 

組織の確立と並行して、同センター内部の運用の仕組みを強化する必要がある。また、

DPWH 内外の関連機関との関係を明確にし、強化しなければならない。 

現在の職員の配置数は同センターの多様な業務を遂行するには不十分であるため、組

織変更とともに適切な職員による拡充とその維持を図るべきでる。 

各職員の業績は、同センターの高い効率と効果を確保する鍵であるため、引き続きモ

ニターし適切に評価する必要がある。また本プロジェクトの目標、上位目標を実現する

ためには、DPWH が同センターとその活動を支援するような人事管理を行なうことも望

まれる。 

プロジェクト実施中に、組織の確立に関して上述した現状改善が十分確認されなかっ

た場合は、日本側投入の量と内容が状況に応じて調整されることになろう。 
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